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企業版ふるさと納税
地方公共団体が行う地方創生の取組に対する企業の寄附について法人関係税を税額控除

活⽤の流れ

～Ｒ１年度～Ｒ１年度～Ｒ１年度～Ｒ１年度（税額控除（税額控除（税額控除（税額控除最大３割）最大３割）最大３割）最大３割） 拡充拡充拡充拡充（税額控除（税額控除（税額控除（税額控除最大３割）最大３割）最大３割）最大３割）
寄附額寄附額寄附額寄附額

損金算入

約３割

通常の寄附 企業負担(約１割)
制度のポイント

○ 企業が寄附しやすいよう、

・損金算入による軽減効果に税額控除による軽減効果を上乗せ損金算入による軽減効果に税額控除による軽減効果を上乗せ損金算入による軽減効果に税額控除による軽減効果を上乗せ損金算入による軽減効果に税額控除による軽減効果を上乗せ

・寄附額の下限は寄附額の下限は寄附額の下限は寄附額の下限は10101010万円万円万円万円と低めに設定

○ 寄附企業への経済的な見返りは禁止経済的な見返りは禁止経済的な見返りは禁止経済的な見返りは禁止

○ 寄附額は事業費の範囲内寄附額は事業費の範囲内寄附額は事業費の範囲内寄附額は事業費の範囲内とすることが必要※ 不交付団体である東京都、不交付団体で三大都市圏の既成市街地等に所在する市区町村は対象外。※ 本社が所在する地方公共団体への寄附は対象外。

企業が所在する自治体

（法人住民税・法人事業税）

企業

④寄附

内閣府

③計画の認定

地域再生計画

○○市総合戦略・○○事業・△△事業・◇◇事業
⑤税額控除

①地方公共団体が

地方版総合戦略を策定

②①の地方版総合戦略を

基に、地方公共団体が

地域再生計画を作成

国

（法人税）

例）1,000万円寄附すると、最大約最大約最大約最大約900900900900万円万円万円万円の法人関係税が軽減。①法人住民税 寄附額の４割を税額控除。（法人住民税法人税割額の20％が上限）②法人税 法人住民税で４割に達しない場合、その残額を税額控除。ただし、寄附額の１割を限度。（法人税額の５％が上限）③法人事業税 寄附額の２割を税額控除。（法人事業税額の20％が上限）

Ｒ２年度～Ｒ２年度～Ｒ２年度～Ｒ２年度～

◆ 地域再生計画の認定を受けた地方公共団体の数：46道府県1,185市町村（令和３年８月20日時点) 1



企業版ふるさと納税の仕組みを活用して、専門的知識・ノウハウを有する企業の人材の地

方公共団体等への派遣を促進することを通じて、地方創生のより一層の充実・強化を図る

企業版ふるさと納税（人材派遣型）

地方公共団体のメリット

企業のメリット

○ 専門的知識・ノウハウを有する人材専門的知識・ノウハウを有する人材専門的知識・ノウハウを有する人材専門的知識・ノウハウを有する人材が、寄附活用事業・プロジェクトに従事することで、地方創生の取

組をより一層充実・強化することができる

○ 実質的に人件費を負担することなく、人材を受け入れ人件費を負担することなく、人材を受け入れ人件費を負担することなく、人材を受け入れ人件費を負担することなく、人材を受け入れることができる

○ 関係人口の創出・拡大関係人口の創出・拡大関係人口の創出・拡大関係人口の創出・拡大も期待できる

○ 派遣した人材の人件費相当額を含む事業費への寄附により、人件費相当額を含む事業費への寄附により、人件費相当額を含む事業費への寄附により、人件費相当額を含む事業費への寄附により、 当該経費の最大約９割当該経費の最大約９割当該経費の最大約９割当該経費の最大約９割に相当する税相当する税相当する税相当する税

の軽減の軽減の軽減の軽減を受けることができる

○ 寄附による金銭的な支援のみならず、事業の企画・実施に派遣人材が参画し、企業のノウハウの活用企業のノウハウの活用企業のノウハウの活用企業のノウハウの活用

による地域貢献による地域貢献による地域貢献による地域貢献がしやすくなる

○ 人材育成の機会人材育成の機会人材育成の機会人材育成の機会として活用することができる

令和２年令和２年令和２年令和２年10101010月月月月13131313日創設日創設日創設日創設

地方公共団体

企業 企業が所在する地方公共団体(法⼈住⺠税・法⼈事業税)
③税額控除

②人材の派遣

プロジェクトの実施を支援

企業版ふるさと納税（人材派遣型）とは、企業から企業版ふるさと納税に係る寄附があった年度に、当該企業の人材が、寄附活用事業に従事する

地方公共団体の職員として任用される場合のほか、地域活性化事業を行う団体等であって、寄附活用事業に関与するものにおいて採用される場合

をいう。

国(法人税)
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①人件費を含む事業費への
企業版ふるさと納税に係る寄附



企業版ふるさと納税（人材派遣型）

・ 寄附企業からの人材受入れなどを対外的に明らかにすること人材受入れなどを対外的に明らかにすること人材受入れなどを対外的に明らかにすること人材受入れなどを対外的に明らかにすることにより透明性を確保

・寄附企業への寄附を行うことの代償としての経済的利益供与の禁止経済的利益供与の禁止経済的利益供与の禁止経済的利益供与の禁止 など

令和２年令和２年令和２年令和２年10101010月月月月13131313日創設日創設日創設日創設

活用団体活用団体活用団体活用団体 受入期間受入期間受入期間受入期間 従事する事業従事する事業従事する事業従事する事業 派遣者派遣者派遣者派遣者

岡山県真庭市岡山県真庭市岡山県真庭市岡山県真庭市
令和３年４月１日～

２年間

観光振興事業

岡山市内企業

１名

新潟県新潟県新潟県新潟県
令和３年６月１日～

９ヶ月間

ICTを活用した地域課題解決

東京都内企業

１名

大阪府貝塚市大阪府貝塚市大阪府貝塚市大阪府貝塚市
令和３年７月１日～

２年間

駅開発等のまちづくり事業

大阪市内企業

１名

熊本県熊本県熊本県熊本県
令和３年８月18日～

約11ヶ月間

脱炭素化推進事業

福岡市内企業

１名

岩手県大槌町岩手県大槌町岩手県大槌町岩手県大槌町
令和３年10月1日～

６ヶ月間

防災・協働地域づくり

東京都内企業

１名

奈良県葛城市奈良県葛城市奈良県葛城市奈良県葛城市
令和３年10月1日～

６ヶ月間

ICTを活用した地域課題解決

東京都内企業

１名
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活⽤にあたっての留意事項



令和２年度寄附実績について
○ 令和２年度の寄附実績は、税制改正の大幅な見直しを踏まえ税制改正の大幅な見直しを踏まえ税制改正の大幅な見直しを踏まえ税制改正の大幅な見直しを踏まえ、コロナ禍にあっても、金額・件数ともに大きく大きく大きく大きく

増加増加増加増加（金額金額金額金額は前年比前年比前年比前年比3.3倍倍倍倍の110.1億円億円億円億円、件数件数件数件数は1.7倍倍倍倍の2,249件件件件）

○ 今後、一層の活用促進に向け、関係府省との連携等による業界・企業への働きかけの強化業界・企業への働きかけの強化業界・企業への働きかけの強化業界・企業への働きかけの強化、地方公共団体等

への支援の充実（企業版支援の充実（企業版支援の充実（企業版支援の充実（企業版ふるさと納税マッチング・アドバイザーのふるさと納税マッチング・アドバイザーのふるさと納税マッチング・アドバイザーのふるさと納税マッチング・アドバイザーの活用等）活用等）活用等）活用等）等を実施

区分

H28年度（初年度） H29年度 H30年度 R1年度

R2R2R2R2年度年度年度年度（税制改正の施行） 合計

寄附額（対前年度増加率） 7.5億円

23.6億円

（＋215％）

34.8億円

（＋48％）

33.8億円

（△３％）

110.1110.1110.1110.1億円億円億円億円

（＋（＋（＋（＋226226226226％）％）％）％）

209.7億円

寄附件数（対前年度増加率） 517件

1,254件

（＋143％）

1,359件

（＋８％）

1,327件

（△２％）

2,2492,2492,2492,249件件件件

（＋（＋（＋（＋69696969％）％）％）％）

6,706件

7.5億円億円億円億円

23.6億円億円億円億円
34.8億円億円億円億円 33.8億円億円億円億円

110.1億円億円億円億円

517件件件件

1254件件件件
1359件件件件 1327件件件件

2249件件件件

0件件件件

1000件件件件

2000件件件件

3000件件件件

0億円億円億円億円

30億円億円億円億円

60億円億円億円億円

90億円億円億円億円

120億円億円億円億円

H28 H29 H30 R元 R２

寄附総額(億円)

寄附件数(件)

税制改正の施行税制改正の施行税制改正の施行税制改正の施行（初年度）

約3.3倍
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令和３年８月27日公表



寄附⾦の使い途（令和２年度）

（参考）災害対策・新型コロナ対策等への活用
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区 分

令和２年度 （参考）令和元年度

件数 割合 件数 割合

1億円以上 15 0.7%0.7%0.7%0.7% 6 0.5%

5,000万円～1億円未満 21 0.9%0.9%0.9%0.9% 8 0.6%

1,000万円～5,000万円未満 255 11.3%11.3%11.3%11.3% 45 3.4%

500万円～1,000万円未満 112 5.0% 51 3.8%

100万円～500万円未満 741 32.9% 347 26.1%

50万円～100万円未満 230 10.2%10.2%10.2%10.2% 155 11.7%

10万円～50万円未満 875 38.9%38.9%38.9%38.9% 715 53.9%

合 計 2,249 100％ 1,327 100％※寄附額については、端数処理しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

寄附額の分布（令和２年度）

増加増加増加増加

減少減少減少減少

○ １件当たり１千万円以上の各区分について、寄附額・件数ともに大幅に増加。

１億円以上の寄附額も大幅に増加。

○ １件当たり100万円未満の寄附件数の（全体に占める）割合が減少
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7

企業版ふるさと納税を活用するメリット ー企業の皆様からの声ー
企業のPRに

SDGｓやESGに寄与

被災地の復興に地方公共団体等との地方公共団体等との地方公共団体等との地方公共団体等との

新たなパートナーシップを構築新たなパートナーシップを構築新たなパートナーシップを構築新たなパートナーシップを構築

企業の継続的な発展に寄与企業の継続的な発展に寄与企業の継続的な発展に寄与企業の継続的な発展に寄与

創業地や縁のある地への恩返しに創業地や縁のある地への恩返しに創業地や縁のある地への恩返しに創業地や縁のある地への恩返しに

寄附活用自事業が社員のプラスに寄附活用自事業が社員のプラスに寄附活用自事業が社員のプラスに寄附活用自事業が社員のプラスに

地域再生計画 寄附募集事業 マッチング会
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活用に向けた企業の取組 ー2020.10.19 野村アセットマネジメント株式会社ー



活用に向けた企業の取組 ー 2021.1.8 信⾦中央⾦庫 ー

※※※※企業版ふるさと納税としての寄附額は企業版ふるさと納税としての寄附額は企業版ふるさと納税としての寄附額は企業版ふるさと納税としての寄附額は9億億億億98百万円百万円百万円百万円
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